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主 要 判 決 全 文 紹 介
≪知的財産高等裁判所≫

審決取消請求事件
（「配線ボックス」事件（未来工業 v. 日動電工）－親・子・孫…と分割出願したとき、子出願に分割
要件違反／新規事項追加の違法があると、孫の出願日が、親の出願日まで遡らない。）［上］（全２回）

−平成28年（行ケ）第10263号、平成29年９月26日判決言渡（髙部裁判長）−

【本判決の要旨、付随論点についての関連裁判例】

１．本判決（「配線ボックス」事件判決）の抜粋（メルクマール部分）
「分割出願が適法であるための実体的要件としては、①もとの出願の明細書又は図面に二以上の発明
が包含されていたこと、②新たな出願に係る発明はもとの出願の明細書又は図面に記載された発明の
一部であること、③新たな出願に係る発明は、もとの出願の当初明細書等に記載された事項の範囲内
であることを要する。本件出願は、第１出願から数えて５世代目になる分割出願であるため、本件出
願が第１出願の出願時にしたものとみなされるには、本件出願、第４出願、第３出願及び第２出願が、
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